SuperStream-NX SALシリーズ保守サービス 
サービスパック仕様書
ご注意：
本仕様書をよくお読みになり､｢SuperStream-NX SALシリーズ保守サービス サービスパック｣(以下､「本商品」といいます)の内容をご理解ください。本仕様書にご同意いただけない場合は､本商品に基づくサービス開始日までに本商品購入元(以下、「販売店」といいます)に通知のうえ、所定の方法に従いご解約手続をおとりください。サービス開始日以降は､返金には応じかねますのでご了承ください。

［１］ 仕様書の適用範囲

1.株式会社シーアイエス（以下、「弊社」といいます)は､本商品の内容であるサービス(以下､｢本サービス｣といいます)を､本仕様書に従い本商品の購入者(以下､「お客様」といいます)に提供します。

2. 本サービスの提供対象（以下、「サービス対象」といいます）は､弊社が提供する次のソフトウェアに限られます。

・ SuperStream-NX SAL 手形管理システム（総合） Freeユーザー
［２］ 本サービスの内容
1.本サービスの内容は、次のとおりとします。

(1)サービス対象を記録した媒体またはこれに関連する印刷物に落丁などの欠陥があった場合の補修、補足または交換

(2)サービス対象の使用に関し、弊社所定のインターネットサポートシステム、電話、ＦＡＸまたは電子メールによる質問に対する回答およびその運用に関する指導。なお、次のいずれかに該当した時点で、質問に対する回答は終了するものとします。

①お客様からの質問に対し、回答を提示したとき

②お客様からの質問が、本サービスの対象外であることを提示したとき

(3)サービス対象の使用に関する情報の提供

(4)サービス対象が所定の使用環境下で、マニュアル記載の仕様のとおり稼働しない等の問題が発生した場合、その原因調査および解決方法等の助言

(5)前号の原因調査の結果、その原因がサービス対象のプログラムの瑕疵による場合、これを補修したプログラムの提供

(6)サービス対象の最新バージョンの提供。ただし、本サービスの範囲で提供される当該最新バージョンの範囲は、弊社の裁量によるものとし、かつ弊社が提供可能と判断する範囲に限られるものとします。
2.お客様がサービス対象に独自の変更を加えた場合は、サービス対象に何らかの障害が発生し、マニュアル記載の仕様のとおり正しく稼動しないことがあっても、弊社は、本サービスに関する責任は負わないものとします。

3.弊社がお客様の依頼により第１項の業務をオンサイトで実施する場合は、お客様は、本商品の料金とは別に弊社の定める料金を支払うものとします。

4.弊社は、お客様がサービス対象の使用に伴い使用する他社製品の保守業務は行いません。

5.本サービスの作業時間は、次に記載のとおりとします。

月曜日から金曜日（祝日および弊社の指定休業日を除く）の９時から１７時
［３］ サービス提供の条件
1.お客様は､本サービスの提供を受けるにあたり､以下の各号の事項を確認または実施するものとします｡本条の措置または対策の未実施に起因して生じた損害および費用については､お客様の負担とします｡

(1)弊社が適時、適切かつ安全な作業を実施するため、サービス対象所定の正常な稼働状態、稼動環境を保持し､また必要な資料､情報および機械､什器備品等の無償使用を許可すること｡

(2)適切なデータの防禦措置または必要に応じデータ再生が可能となるような対策を実施しておくこと｡

(3)弊社が必要と認めた場合、サービス対象でないプログラム､データおよび取り外し可能なそれらの記録媒体ならびに非純正部品､機構､付加物または弊社または弊社の本サービス委託先以外の者による改造等を取り外すこと｡

2.お客様には､サービス対象の所在および仕様等の変更他､弊社が本サービスを提供するために必要となる条件または情報に変更が生じた場合､速やかに明示的な方法により､弊社に対し変更内容を通知していただきます｡
3.正常な稼動状態にないサービス対象について本商品を提供しようとする場合には､当該サービス対象を正常な状態に修復後､本商品の提供を開始するものとします｡別段の定めある場合を除きこの修復作業は本サービスには含まれないものとし､お客様は弊社または販売店に対し別途所定の料金を支払うものとします。
［４］サービスの適用除外
本サービスには以下の事項は含まれないものとします。ただし、弊社がこれを提供可能な場合には､別途の契約により提供されることがあるものとします｡

(1)事故､天災地変､サービス対象の移植､改造､付加､サービス対象本来の使用目的以外の使用または誤用､不適切な稼動環境等により増加したサービス。
(2)弊社以外の者によるサービスまたは変更､その他弊社以外の者の責に帰すべき事由により増加したサービス。
(3)性能上､影響のない軽微な不具合への対応。
(4)所定時間帯外のサービス。
［５］ サービス期間

本サービスの提供期間(以下､「サービス期間」といいます)は､原則として別途定める日より１年間とします。
［６］ 料金および支払条件

1.お客様の要求に応じ､弊社が本サービスの範囲外の業務を提供した場合や通常のサービス範囲に属さない特殊なプログラムの提供等については､お客様には､別途弊社所定の料金をお支払いいただきます｡
2.支払済の料金は､本商品の取引契約に別段の定めのない限り、いかなる事由によっても返還されないものとします｡
［７］ 機密保持
1.本サービスにおいて「機密情報」とは、情報を開示する当事者（以下｢開示者｣という）から受領する当事者（以下｢受領者｣という）に対して、①“機密”である旨の表示を付した、もしくは“機密”である旨のレターヘッドを添付した書面、物品、電磁的・光学的記録媒体その他有体物の提供により開示された情報、または②“機密”である旨指定の上で、口頭もしくは視覚的手段により開示され、開示者が、当該開示の日より７日以内に、当該開示の日付および内容を書面に記載し、当該書面に“機密”である旨の表示を付した上で受領者に提供することにより開示された情報をいいます。ただし、次の各号のいずれかに該当するものは、機密情報に含まれないものとします。
（1）受領者が既に保有している情報
（2）受領者が機密保持義務を負うことなく第三者から正当に入手した情報
（3）第三者に対する開示について事前に開示者の書面による承諾を得た情報
（4）開示者から開示を受けた情報によらず、受領者が独自に開発した情報
（5）既に公知の情報、または受領者の責によらずして公知となった情報
（6）開示者が第三者に対して機密保持義務を課すことなく開示している情報
（7）開示者自身が機密として管理していない情報
2.受領者は、機密情報を、本サービスの有効期間、第三者に開示、漏洩してはならないものとし、また本サービス以外の目的に使用してはならないものとします。
3.前項の定めにかかわらず、受領者は、開示者から開示された機密情報につき、裁判所または行政機関等から法令に基づき開示を要求された場合は、次の各号の措置をとることを条件に、当該裁判所または行政機関等に対して、当該機密情報を開示することができるものとします。また、この開示に伴い必要な範囲に限り機密情報を複製することができるものとします。
（1）開示者に対して、開示内容、開示先、開示要求の根拠となる法令を速やかに書面で通知すること。
（2）機密情報のうち、適法に開示を要求された部分についてのみ開示すること。
（3）開示する機密情報に機密である旨を明示し、複製の禁止を求める等、機密としての保護を受けられるよう最善を尽くすこと。
（4）受領者は、本サービスが終了した場合、または開示者から機密情報の返却または廃棄要望があった場合、速やかに開示者に対して、機密情報を返却するか、もしくは開示者が指定する方法で廃棄するものとします。
［８］ 知的財産権の帰属
別段の定めある場合を除き､本サービスの提供により弊社からお客様に対し著作権その他の知的財産権が移転することはないものとします｡なお本サービスの実施にあたって弊社または第三者の知的財産権を含む納入物が納入されている場合､本サービスが終了したときは､お客様はそれらを弊社に返却するか、または、処理について弊社の指示に従うものとします｡
［９］ 責任
1.本商品の提供に関し弊社が負う損害賠償責任は､強行法規に別段の定めある場合または弊社の故意による場合を除き､債務不履行､法律上の瑕疵担保責任､不法行為その他請求原因のいかんにかかわらず本条の定めに従うものとします｡

2.弊社は､弊社の責に帰すべき事由の直接の結果として現実に発生した通常の損害についてのみ､損害賠償責任を負うものとします｡

3.弊社が負う損害賠償の総額は､損害発生の直接的原因となった個別の商品の料金額1年分を限度とするものとします｡

4.弊社は､次の損害についてはいかなる場合にも責任を負わないものとします｡

(1)特別な事情による損害､逸失利益､間接的損害｡
(2)損害賠償請求の原因が､乙の責に帰すべき事由に直接的に起因する場合を除く､第三者からお客様に対してなされた損害賠償請求に基づく損害｡
(3)データおよびプログラム等の無体物に対する損害｡
［１０］ その他
1.お客様は､弊社の書面による事前の同意がない限り､本商品にかかる権利または義務を第三者に譲渡または移転または再販することはできません｡

2.本商品の選択、使用およびその使用結果については､お客様自らの判断と責任によるものとします｡

3.本サービスの付随的内容または実施方法等は､適宜変更されることがあります｡

4.弊社は､本サービス実施に関しお客様に提供するデータの原資料の正確性､完全性または有効性については､責任を負わないものとします｡

5.弊社は､本サービスにより､サービス対象の利用または稼動が中断されることがないことを保証するものではないものとします。

6.強行法規に別段の定めある場合を除き、本サービスによるいかなる請求権も､請求が可能となった時から､24ヶ月を経過した場合には､時効により消滅するものとします。
［１１］合意管轄

本商品に関し訴訟の必要が生じたときは､東京簡易裁判所または東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とするものとします｡

